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(54)【発明の名称】スイッチの操作装置及び教示用ペンダント

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

  少なくとも１つのスイッチを収納する筐体の表面に露出した操作子であって、前記スイ

ッチをオン状態又はオフ状態に動作させる操作子と、

  前記操作子を第１の操作領域と第２の操作領域との何れか一方で選択的に操作できる状

態に保持する保持手段と、

を備え、

  前記保持手段は、前記操作子を、前記第１の操作領域で第１の方向に沿って複数の操作

位置の間に変位自在に保持するとともに、前記第２の操作領域で前記第１の方向と異なる

第２の方向に沿って複数の操作位置の間に変位自在に保持し、

  前記操作子は、複数の操作位置のそれぞれに位置する時に前記スイッチをオン状態又は

オフ状態にするものであり、

  前記保持手段は、前記操作子を軸支する軸部を備え、前記第１の方向及び前記第２の方

向は中立位置から前記軸部を中心とする回転方向に沿って互いに反対の方向であり、

  前記保持手段は、前記操作子の動作を前記スイッチに伝達する第１及び第２の連絡子で

あって、前記操作子の前記第１の方向への動作にのみに連動する第１の連絡子、及び前記

操作子の前記第２の方向への動作のみに連動する第２の連絡子をさらに備え、

  前記第１及び第２の連絡子は、それぞれ下端部を支点にして揺動自在に片持ち支持され

、中間部に前記スイッチの可動部に当接する当接部が形成され、上端部が前記操作子に係

合するようにものであり、
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  前記スイッチは３ポジションのイネーブルスイッチであり、前記操作子が位置する複数

の操作位置は前記イネーブルスイッチをオフ状態とする無操作位置、前記イネーブルスイ

ッチをオン状態とする第１操作位置、及び前記イネーブルスイッチをオフ状態とする第２

操作位置であるスイッチの操作装置。

【請求項２】

  前記保持手段は、前記第１の操作領域と前記第２の操作領域とのうち選択された何れか

一方の領域で前記操作子を操作不能にするロック手段をさらに備えた請求項１に記載のス

イッチの操作装置。

【請求項３】

  請求項１又は２に記載のスイッチの操作装置を備え、前記操作子が本体を把持した左右

何れか一方の手で選択的に操作される教示用ペンダント。

【発明の詳細な説明】

【技術分野】

【０００１】

  この発明は、左右何れか一方の手で選択的に操作されるスイッチの操作装置、及びこの

操作装置を備えた教示用ペンダントに関する。

【背景技術】

【０００２】

  操作者の操作によって回路を開閉するスイッチとして、両手で操作できるようにしたも

のがある。例えば、工場内で機器の制御に用いられる教示用ペンダントは、筐体の前面に

制御対象の機器に対する入力操作を受け付けるスイッチを配置し、イネーブルスイッチの

操作子を配置している。操作者は、一方の手で側方から筐体を把持し、他方の手でスイッ

チを操作する。イネーブルスイッチの操作子は、筐体を把持している手で操作される。

【０００３】

  イネーブルスイッチは、操作子を、操作されていない無操作位置、軽く押し込まれた第

１操作位置、及び強く押し込まれた第２操作位置の３位置に変位自在に備えている。教示

用ペンダントは、イネーブルスイッチの操作子が第１操作位置にある時にのみ前面のスイ

ッチの操作が有効にされ、操作子が無操作位置又は第２操作位置にある時にはスイッチの

操作が無効にされる。操作子が第２操作位置から無操作位置に変位する時には、第１操作

位置でもスイッチの操作は無効にされたままである。

【０００４】

  操作者が操作子を第１操作位置まで操作して機器を制御している間に機器に異常を生じ

た場合、操作者が操作子から手指を離すか、又は操作子を強く押し込むことでスイッチの

操作が無効にされ、機器の動作を停止させることができる。

【０００５】

  通常、操作者は、利き手とは反対の手で筐体を把持し、利き手でスイッチを操作する。

右利きの操作者及び左利きの操作者の何れもが、教示用ペンダントを快適かつ安全に使用

できるようにすべく、イネーブルスイッチの操作子は、左右何れの手でも操作できるよう

にされている。

【０００６】

  それぞれの操作子が左右それぞれの手で操作される２個のイネーブルスイッチを設けた

操作装置や、左右それぞれの手で操作される２個の操作子を備え、２個の操作子のそれぞ

れで単一のイネーブルスイッチを動作させるようにした操作装置が提案されている（例え

ば、特許文献１参照。）。

【特許文献１】特許第３６５０７２８号公報

【発明の開示】

【発明が解決しようとする課題】

【０００７】

  しかしながら、従来の操作装置では、左右それぞれの手で操作される２個の操作子が備

えられているため、左右の手の操作状態が一致しない可能性があり、この場合にスイッチ
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のオン／オフ状態をどのように特定するかが問題になる。

【０００８】

  例えば、教示用ペンダントの操作者が、両手でイネーブルスイッチを動作させる２個の

操作子のそれぞれを操作している場合、制御対象の機器に異常を生じた時に左右の手で異

なる操作を行うと、機器の動作を停止できずに危険状態が継続する可能性がある。また、

２個のイネーブルスイッチを備えた教示用ペンダントでは、同様の状況で安全性を確保す

るために、各イネーブルスイッチの信号を制御する必要を生じ、コストの上昇を招く。

【０００９】

  このような問題は、イネーブルスイッチを備えた教示用ペンダントだけでなく、２ポジ

ションのスイッチを備えた装置においても生じうる。

【００１０】

  この発明の目的は、単一の操作子を左右何れか一方の手で選択的に操作できるようにし

て、２種類の操作状態が同時に成立することを防止できるスイッチの操作装置、及びこれ

を備えることで操作者の安全性を確保することができる教示用ペンダントを提供すること

にある。

【課題を解決するための手段】

【００１１】

  この発明のスイッチの操作装置は、操作子及び保持手段を備えている。操作子は、少な

くとも１つのスイッチを収納する筐体の表面に露出し、スイッチをオン状態又はオフ状態

に動作させる。保持手段は、操作子を第１の操作領域と第２の操作領域との何れか一方で

選択的に操作できる状態に保持する。

【００１２】

  保持手段は、操作子を、第１の操作領域で第１の方向に沿って複数の操作位置の間に変

位自在に保持するとともに、第２の操作領域で第１の方向と異なる第２の方向に沿って複

数の操作位置の間に変位自在に保持する。操作子は、複数の操作位置のそれぞれに位置す

る時に前記スイッチをオン状態又はオフ状態にする。保持手段は、操作子を軸支する軸部

を備えている。第１の方向及び第２の方向は中立位置から軸部を中心とする回転方向に沿

って互いに反対の方向である。

  保持手段は、操作子の動作をスイッチに伝達する第１及び第２の連絡子であって、操作

子の第１の方向への動作にのみに連動する第１の連絡子、及び操作子の第２の方向への動

作のみに連動する第２の連絡子を備えている。第１及び第２の連絡子は、それぞれ下端部

を支点にして揺動自在に片持ち支持され、中間部にスイッチの可動部に当接する当接部が

形成され、上端部が操作子に係合する。

  スイッチは３ポジションのイネーブルスイッチであり、操作子が位置する複数の操作位

置はイネーブルスイッチをオフ状態とする無操作位置、イネーブルスイッチをオン状態と

する第１操作位置、及びイネーブルスイッチをオフ状態とする第２操作位置である。

  この構成では、操作子は、第１の操作領域で操作できる状態と第２の操作領域で操作で

きる状態との何れか一方を選択して使用され、第１の操作領域と第２の操作領域とで同時

に操作されることがない。このため、スイッチが操作子によって同時に異なる状態にされ

ることがない。

【００１３】

  この構成においては、操作子が第１の操作領域と第２の操作領域とで同時に操作されな

いようにし、スイッチが操作子によって同時にオン状態及びオフ状態となるように動作さ

れることを防止できる。

【００１４】

  また、操作子を中立位置から第１の操作領域で第１の方向に向かって回転させることで

、操作子が複数の位置のそれぞれに達した時にスイッチをオン状態及びオフ状態にするこ

とができる。また、操作子を中立位置から第２の操作領域で第２の方向に向かって回転さ

せることで、操作子が複数の位置のそれぞれに達した時にスイッチをオン状態及びオフ状

態にすることができる。
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  さらに、第１の連絡子は操作子の第１の方向への動作にのみに連動し、第２の連絡子は

操作子の第２の方向への動作のみに連動する。第１の領域での操作子の操作を第１の連絡

子を介してスイッチに伝達させ、第２の領域での操作子の操作を第２の連絡子を介してス

イッチに伝達させることができる。このため、スイッチを動作させるための操作子の操作

量を調節することができる。

  また、スイッチを３ポジションのイネーブルスイッチとし、複数の操作位置はイネーブ

ルスイッチをオフ状態とする無操作位置、イネーブルスイッチをオン状態とする第１操作

位置、及びイネーブルスイッチをオフ状態とする第２操作位置としているため、この操作

装置を教示用ペンダントに適用した際に、本体を把持した左右何れか一方の手による操作

子の操作により、イネーブルスイッチを用いて作業者の安全を確保することができる。

【００１６】

  また、保持手段には、さらに第１の操作領域と第２の操作領域とのうち選択された何れ

か一方の領域で操作子を操作不能にするロック手段を設けることも好適である。ロック手

段により、第１の操作領域と第２の操作領域との何れか一方の領域での操作子の操作を確

実に禁止して、他方の領域でのみ操作子を操作可能にすることができる。

【発明の効果】

【００１９】

  この発明によれば、単一の操作子を左右何れか一方の手で選択的に操作できるようにし

て、コストの上昇を招くことなく２種類の操作状態が同時に成立することを防止できる。

また、作業者の安全性を確保することができる。

【図面の簡単な説明】

【００２０】

【図１】（Ａ）～（Ｃ）は、この発明の第１の実施形態に係るスイッチの操作装置の断面

図である。

【図２】（Ａ）～（Ｃ）は、この発明の第２の実施形態に係るスイッチの操作装置の断面

図である。

【図３】（Ａ）～（Ｆ）は、この発明の第３及び第４の実施形態に係るスイッチの操作装

置の断面図である。

【図４】（Ａ）～（Ｃ）は、この発明の第５の実施形態に係るスイッチの操作装置の断面

図である。

【図５】（Ａ）～（Ｆ）は、この発明の第６及び第７の実施形態に係るスイッチの操作装

置の断面図である。

【図６】（Ａ）～（Ｆ）は、この発明の第８及び第９の実施形態に係るスイッチの操作装

置の断面図である。

【図７】（Ａ）～（Ｉ）は、この発明の第１０の実施形態に係るスイッチの操作装置の断

面図である。

【図８】（Ａ）及び（Ｂ）は、この発明の第１１及び１２の実施形態に係るスイッチの操

作装置を備えた教示用ペンダントの背面図である。

【図９】（Ａ）及び（Ｂ）は、この発明の第１３の実施形態に係るスイッチの操作装置を

備えた教示用ペンダントの背面図及び横断面図である。

【図１０】（Ａ）及び（Ｂ）は、この発明の第１４の実施形態に係るスイッチの操作装置

を備えた教示用ペンダントの背面図及び縦断面図である。

【図１１】（Ａ）及び（Ｂ）は、この発明の第１５の実施形態に係るスイッチの操作装置

を備えた教示用ペンダントの背面図及び縦断面図である。

【図１２】この発明の第１６の実施形態に係るスイッチの操作装置を備えた教示用ペンダ

ントの横断面図である。

【図１３】（Ａ）及び（Ｂ）は、この発明の第１７の実施形態に係るスイッチの操作装置

を備えた教示用ペンダントの背面図及び縦断面図である。

【図１４】（Ａ），（Ｂ）は、この発明の実施形態に係る教示用ペンダントの正面図及び

背面図である。
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【図１５】（Ａ），（Ｂ）は、この発明の別の実施形態に係る教示用ペンダントの要部の

斜視面図である。

【符号の説明】

【００２１】

  １   本体

  ２   操作子

  ３   軸

  ４   スイッチ

  ５，６   連絡子

  １０   操作装置

  ２１   第１の操作領域

  ２２   第２の操作領域

  ３１   中立位置

  ３２，３３   操作位置

  １００   教示用ペンダント

【発明を実施するための最良の形態】

【００２２】

  図１（Ａ）～（Ｃ）は、この発明の第１の実施形態に係るスイッチの操作装置の断面図

である。操作装置１０は、本体１、操作子２、軸３、スイッチ４を含む。本体 1は、中空

筐体形状を呈し、上面に開口部１１を備えている。本体１は、軸３を備え、スイッチ４を

収納している。本体１は、内部で操作子２を軸３周りに軸支している。

【００２３】

  操作子２は、円弧部２Ａ、突出部２Ｂ、当接部２Ｃを含む。円弧部２Ａの一部及び突出

部２Ｂは、開口部１１から本体１の外部に露出している。突出部２Ｂは、操作者の手指の

先で操作される。当接部２Ｃは、スイッチ４の可動部４Ａに上方から当接する。

【００２４】

  スイッチ４は、内部に可動側接点及び固定側接点を備えている。可動側接点は、可動部

４Ａの上下方向の移動に伴って固定側接点に対して離間及び接触する。

【００２５】

  操作子２の突出部２Ｂは、図中右側及び左側から操作することができる。本体１の上面

には、操作者が図中右側から右手指で突出部２Ｂを操作する第１の操作領域２１と、図中

左側から左手指で突出部２Ｂを操作する第２の操作領域２２と、が本体１の幅方向（Ｘ方

向）に沿って構成される。操作領域２１及び操作領域２２は、Ｘ方向における中央部で互

いの一部が重複している。突出部２Ｂは、操作力が作用していない状態で、図１（Ａ）に

示すように第１の操作領域２１と第２の操作領域２２とが重複する部分内に位置する中立

位置３１に停止している。

【００２６】

  突出部２Ｂに図中右側又は左側に向かう操作力が作用すると、突出部２Ｂが図中右側又

は左側に移動するように、操作子２が軸３周りに時計方向又は反時計方向に回転する。

【００２７】

  図１（Ｂ）に示すように、操作者が突出部２Ｂに図中右側へ向かうＸ１方向の操作力を

作用させると、突出部２Ｂは操作領域２１内を中立位置３１から操作位置３２まで変位し

、操作子２は軸３周りに時計方向に回転する。この回転に伴って当接部２Ｃがスイッチ４

の可動部４Ａを下方に押圧し、可動側接点が固定側接点に接触してスイッチ４がオン状態

となる。

【００２８】

  図１（Ｃ）に示すように、操作者が突出部２Ｂに図中左側へ向かうＸ２方向の操作力を

作用させると、突出部２Ｂは操作領域２２内を中立位置３１から操作位置３３まで変位し

、操作子２は軸３周りに反時計方向に回転する。この回転に伴って当接部２Ｃがスイッチ

４の可動部４Ａを下方に押圧し、可動側接点が固定側接点に接触してスイッチ４がオン状
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態となる。

【００２９】

  操作者が操作領域２１で突出部２ＢをＸ１方向に操作位置３２まで操作した場合、及び

操作領域２２で突出部２ＢをＸ２方向に操作位置３３まで操作した場合のいずれでも、ス

イッチ４はオフ状態からオン状態に変化する。操作者が操作領域２１で突出部２ＢをＸ１

方向に操作した場合には、突出部２Ｂは操作領域２２から外れ、操作領域２２で突出部２

Ｂを操作することができない。操作者が操作領域２２で突出部２ＢをＸ２方向に操作した

場合には、突出部２Ｂは操作領域２１から外れ、操作領域２１で突出部２Ｂを操作するこ

とができない。したがって、操作子２は左右何れか一方の手でのみ選択的に操作でき、ス

イッチ４において２種類の操作状態が同時に成立することを防止できる。

【００３０】

  図２（Ａ）～（Ｃ）は、この発明の第２の実施形態に係るスイッチの操作装置の断面図

である。この実施形態に係る操作装置１１０は、本体１内にＸ方向に沿って２個のスイッ

チ４１及び４２を備えている。その他の構成は、操作装置１０と略同様であり、操作装置

１０と同一の符号を付して説明を省略する。

【００３１】

  図２（Ｂ）に示すように、操作者が突出部２Ｂに図中右側へ向かうＸ１方向の操作力を

作用させると、突出部２Ｂは操作領域２１内を中立位置３１から操作位置３２まで変位し

、操作子２は軸３周りに時計方向に回転する。この回転に伴って当接部２Ｃがスイッチ４

１の可動部４１Ａを下方に押圧し、可動側接点が固定側接点に接触してスイッチ４１がオ

ン状態となる。

【００３２】

  図２（Ｃ）に示すように、操作者が突出部２Ｂに図中左側へ向かうＸ２方向の操作力を

作用させると、突出部２Ｂは操作領域２２内を中立位置３１から操作位置３３まで変位し

、操作子２は軸３周りに反時計方向に回転する。この回転に伴って当接部２Ｃがスイッチ

４２の可動部４２Ａを下方に押圧し、可動側接点が固定側接点に接触してスイッチ４２が

オン状態となる。

【００３３】

  操作者が操作領域２１で突出部２ＢをＸ１方向に操作位置３２まで操作した場合にはス

イッチ４１がオフ状態からオン状態に変化し、操作領域２２で突出部２ＢをＸ２方向に操

作位置３３まで操作した場合にはスイッチ４２がオフ状態からオン状態に変化する。操作

者が操作領域２１で突出部２ＢをＸ１方向に操作した場合には、突出部２Ｂは操作領域２

２から外れ、操作領域２２で突出部２Ｂを操作することができない。操作者が操作領域２

２で突出部２ＢをＸ２方向に操作した場合には、突出部２Ｂは操作領域２１から外れ、操

作領域２１で突出部２Ｂを操作することができない。したがって、操作子２は左右何れか

一方の手でのみ選択的に操作でき、スイッチ４１とスイッチ４２とが互いに異なる２種類

の操作状態を同時に成立させることを防止できる。

【００３４】

  図３（Ａ）～（Ｆ）は、この発明の第３及び第４の実施形態に係るスイッチの操作装置

の断面図である。図３（Ａ）～（Ｃ）に示す操作装置１２０は、本体１内に連絡子５，６

をさらに備えている。その他の構成は操作装置１０と略同様であり、操作装置１０と同一

の符号を付して説明を省略する。

【００３５】

  連絡子５と連絡子６とは、本体１内で軸３の長手方向に配置されている。連絡子５，６

は、それぞれの下端部５Ａ，６Ａを支点に揺動自在に支持され、中間部にスイッチ４の可

動部４Ａに当接する当接部５Ｂ，６Ｂが形成されており、上端部５Ｃ，６Ｃが操作子２に

係合している。

【００３６】

  図３（Ｂ）に示すように、操作者が突出部２Ｂに図中右側へ向かうＸ１方向の操作力を

作用させると、突出部２Ｂは操作領域２１内を中立位置３１から操作位置３２まで変位し
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、操作子２は軸３周りに時計方向に回転する。この回転に伴って連絡子５が時計方向に揺

動して当接部５Ｂでスイッチ４の可動部４Ａを下方に押圧し、可動側接点が固定側接点に

接触してスイッチ４がオン状態となる。

【００３７】

  図３（Ｃ）に示すように、操作者が突出部２Ｂに図中左側へ向かうＸ２方向の操作力を

作用させると、突出部２Ｂは操作領域２２内を中立位置３１から操作位置３３まで変位し

、操作子２は軸３周りに反時計方向に回転する。この回転に伴って連絡子６が反時計方向

に揺動して当接部６Ｂでスイッチ４の可動部４Ａを下方に押圧し、可動側接点が固定側接

点に接触してスイッチ４がオン状態となる。

【００３８】

  操作子２の回転を連絡子５，６によってスイッチ４に伝達させることにより、操作子２

に作用した操作力が連絡子５，６で増力されてスイッチ４の可動部４Ａに作用する。スイ

ッチ４をオン状態にするために必要な操作子２の操作力を小さくすることができ、操作子

２の操作を容易にすることができる。また、連絡子の形状を別の適切な形状に変更するこ

とにより、操作力を大きくすることができ、操作子の移動量（ストローク）を大きくした

り小さくしたりすることもできる。このように、連絡子の適切な形状により、操作量（操

作力やストローク）を調節することができる。

【００３９】

  図３（Ｄ）～（Ｆ）に示す操作装置１３０は、操作装置１２０のスイッチ４及び連絡子

５，６に代えて、２個のスイッチ４１，４２及び連絡子１３５，１３６を備えたものであ

る。スイッチ４１とスイッチ４２とは、軸３の長手方向に沿って配置されている。連絡子

１３５，１３６は、当接部１３５Ｂ，１３６Ｂのそれぞれを上端部１３５Ｃ，１３６Ｃに

近接させて備えている。

【００４０】

  図３（Ｅ）に示すように、操作者が突出部２Ｂに図中右側へ向かうＸ１方向の操作力を

作用させると、突出部２Ｂは操作領域２１内を中立位置３１から操作位置３２まで変位し

、操作子２は軸３周りに時計方向に回転する。この回転に伴って連絡子１３５が時計方向

に揺動して当接部１３５Ｂでスイッチ４１の可動部４１Ａを下方に押圧し、可動側接点が

固定側接点に接触してスイッチ４１がオン状態となる。

【００４１】

  図３（Ｆ）に示すように、操作者が突出部２Ｂに図中左側へ向かうＸ２方向の操作力を

作用させると、突出部２Ｂは操作領域２２内を中立位置３１から操作位置３３まで変位し

、操作子２は軸３周りに反時計方向に回転する。この回転に伴って連絡子１３６が反時計

方向に揺動して当接部１３６Ｂでスイッチ４２の可動部４２Ａを下方に押圧し、可動側接

点が固定側接点に接触してスイッチ４２がオン状態となる。

【００４２】

  ２個のスイッチ４１，４２を備えた場合でも、操作子２の回転を連絡子１３５，１３６

によってスイッチ４１，４２のそれぞれに伝達させることにより、操作子２に作用した操

作力が連絡子１３５，１３６で増力されてスイッチ４１，４２の可動部４１Ａ，４２Ａに

作用する。スイッチ４１，４２をオン状態にするために必要な操作子２の操作力を小さく

することができ、操作子２の操作を容易にすることができる。また、上述のように、連絡

子の適切な形状により、操作量を調節することができる。

【００４３】

  なお、図７（Ａ）～（Ｃ）に示すように、本体１９１内で軸３と同芯上に配置された捩

じりコイルバネ７を備え、捩じりコイルバネ７の両端を操作子１９２に当接させ、操作子

１９２に対して図７（Ａ）に示す中立位置に復帰する方向の弾性力を作用させるようにし

てもよい。

【００４４】

  また、スイッチ４が３ポジションのイネーブルスイッチである場合、操作領域２１内に

第１操作位置３２Ａ及び第２操作位置３２Ｂを設定し、操作領域２２内に第１操作位置３
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３Ａ及び第２操作位置３３Ｂを設定する。この場合に、図７（Ａ）～（Ｃ）に示した捩じ

りコイルバネ７に加えて、図７（Ｄ）～（Ｆ）に示す捩じりコイルバネ８、又は図７（Ｇ

）～（Ｉ）に示す捩じりコイルバネ９を設けてもよい。これによって、中立位置３１から

第１操作位置３２Ａ，３３Ａまでの操作子１９２の操作力と、第１操作位置３２Ａ，３３

Ａ（操作位置３３Ａは図示せず。）から第２操作位置３２Ｂ，３３Ｂ（操作位置３３Ｂは

図示せず。）までの操作子１９２の操作力と、に変化を与えることができる。

【００４５】

  コイルバネ７及び８を用いる場合、操作子１９２の前後面を同一形状とし、本体１９１

内におけるコイルバネ７及び８のそれぞれの端部の位置に差異を与える。操作子１９２に

は、中立位置３１から第１操作位置３２Ａ，３３Ａまで回転する間にはコイルバネ７の弾

性力のみが作用し、第１操作位置３２Ａ，３３Ａから第２操作位置３２Ｂ，３３Ｂまで回

転する間にはコイルバネ８の弾性力が加わる。

【００４６】

  コイルバネ７及び９を用いる場合、本体１９１内におけるコイルバネ７及び９のそれぞ

れの端部の位置を同一にし、操作子１９２の前後面を異なる形状とする。操作子１９２に

は、中立位置３１から第１操作位置３２Ａ，３３Ａまで回転する間にはコイルバネ７の弾

性力のみが作用し、第１操作位置３２Ａ，３３Ａから第２操作位置３２Ｂ，３３Ｂまで回

転する間にはコイルバネ９の弾性力が加わる。なお、コイルバネ７～９の弾性力は操作子

１９２の操作性を考慮して任意に設定することができ、コイルバネ７の弾性力とコイルバ

ネ８，９の弾性力とに差異を与えることもできる。また、操作子１９２に中立位置３１に

向かう方向の弾性力を付与できることを条件として、捩じりコイルバネ７～９以外の弾性

部材を設けてもよい。

【００４７】

  図４（Ａ）～（Ｃ）は、この発明の第５の実施形態に係るスイッチの操作装置の断面図

である。操作装置１４０は、本体１４１内に操作子１４２を矢印Ｘ方向に沿って移動自在

に備えている。操作子１４２は、平面部１４２Ａ、突出部１４２Ｂ及び当接部１４２Ｃ，

１４２Ｄを備えている。その他の構成は、操作装置１０と略同様であり、同一の符号を付

して説明を省略する。

【００４８】

  突出部１４２Ｂに図中右側又は左側に向かう操作力が作用すると、突出部１４２Ｂを含

む操作子１４２の全体が図中右側又は左側に移動する。

【００４９】

  図４（Ｂ）に示すように、操作者が突出部１４２Ｂに図中右側へ向かうＸ１方向の操作

力を作用させると、突出部１４２Ｂは操作領域２１内を中立位置３１から操作位置３２ま

で変位し、操作子１４２はＸ１方向にスライドする。このスライドに伴って当接部１４２

Ｃがスイッチ４の可動部４Ａを下方に押圧し、可動側接点が固定側接点に接触してスイッ

チ４がオン状態となる。

【００５０】

  図４（Ｃ）に示すように、操作者が突出部１４２Ｂに図中左側へ向かうＸ２方向の操作

力を作用させると、突出部１４２Ｂは操作領域２２内を中立位置３１から操作位置３３ま

で変位し、操作子１４２はＸ２方向にスライドする。このスライドに伴って当接部１４２

Ｄがスイッチ４の可動部４Ａを下方に押圧し、可動側接点が固定側接点に接触してスイッ

チ４がオン状態となる。

【００５１】

  操作者が操作領域２１で突出部１４２ＢをＸ１方向に操作位置３２まで操作した場合、

及び操作領域２２で突出部１４２ＢをＸ２方向に操作位置３３まで操作した場合のいずれ

でも、スイッチ４はオフ状態からオン状態に変化する。操作者が操作領域２１で突出部１

４２ＢをＸ１方向に操作した場合には、突出部１４２Ｂは操作領域２２から外れ、操作領

域２２で突出部１４２Ｂを操作することができない。操作者が操作領域２２で突出部１４

２ＢをＸ２方向に操作した場合には、突出部１４２Ｂは操作領域２１から外れ、操作領域
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２１で突出部１４２Ｂを操作することができない。したがって、操作子１４２は左右何れ

か一方の手でのみ選択的に操作でき、スイッチ４において２種類の操作状態が同時に成立

することを防止できる。

【００５２】

  図５（Ａ）～（Ｆ）は、この発明の第６及び第７の実施形態に係るスイッチの操作装置

の断面図である。図６（Ａ）～（Ｃ）に示す操作装置１５０は、本体１５１内にＸ方向に

沿って２個のスイッチ４１及び４２を並列に備えている。その他の構成は、操作装置１４

０と略同様であり、操作装置１４０と同一の符号を付して説明を省略する。

【００５３】

  図５（Ｂ）に示すように、操作者が突出部１５２Ｂに図中右側へ向かうＸ１方向の操作

力を作用させると、突出部１５２Ｂは操作領域２１内を中立位置３１から操作位置３２ま

で変位し、操作子１５２はＸ１方向にスライドする。このスライドに伴って当接部１５２

Ｃがスイッチ４１の可動部４１Ａを下方に押圧し、可動側接点が固定側接点に接触してス

イッチ４１がオン状態となる。

【００５４】

  図５（Ｃ）に示すように、操作者が突出部１５２Ｂに図中左側へ向かうＸ２方向の操作

力を作用させると、突出部１５２Ｂは操作領域２２内を中立位置３１から操作位置３３ま

で変位し、操作子１５２はＸ２方向にスライドする。このスライドに伴って当接部１５２

Ｄがスイッチ４２の可動部４２Ａを下方に押圧し、可動側接点が固定側接点に接触してス

イッチ４２がオン状態となる。

【００５５】

  図５（Ｄ）～（Ｆ）に示す操作装置１６０は、本体１６１内にＸ方向に沿って２個のス

イッチ４１及び４２を互いに対向させて備えている。その他の構成は、操作装置１４０と

略同様であり、操作装置１４０と同一の符号を付して説明を省略する。

【００５６】

  図５（Ｅ）に示すように、操作者が突出部１６２Ｂに図中右側へ向かうＸ１方向の操作

力を作用させると、突出部１６２Ｂは操作領域２１内を中立位置３１から操作位置３２ま

で変位し、操作子１６２はＸ１方向にスライドする。このスライドに伴って当接部１６２

Ｃがスイッチ４１の可動部４１ＡをＸ１方向に押圧し、可動側接点が固定側接点に接触し

てスイッチ４１がオン状態となる。

【００５７】

  図５（Ｆ）に示すように、操作者が突出部１６２Ｂに図中左側へ向かうＸ２方向の操作

力を作用させると、突出部１６２Ｂは操作領域２２内を中立位置３１から操作位置３３ま

で変位し、操作子１６２はＸ２方向にスライドする。このスライドに伴って当接部１６２

Ｄがスイッチ４２の可動部４２ＡをＸ２方向に押圧し、可動側接点が固定側接点に接触し

てスイッチ４２がオン状態となる。

【００５８】

  操作装置１５０及び１６０においても、操作子１５２及び１６２を左右何れか一方の手

でのみ選択的に操作でき、スイッチ４１とスイッチ４２とが互いに異なる２種類の操作状

態を同時に成立させることを防止できる。

【００５９】

  図６（Ａ）～（Ｆ）は、この発明の第８及び第９の実施形態に係るスイッチの操作装置

の断面図である。図６（Ａ）～（Ｃ）に示す操作装置１７０は、本体１内に連絡子１７５

，１７６をさらに備えている。その他の構成は操作装置１４０と略同様であり、操作装置

１４０と同一の符号を付して説明を省略する。

【００６０】

  連絡子１７５と連絡子１７６とは、本体１７１内で前後方向に沿って配置されている。

連絡子１７５，１７６は、それぞれの下端部１７５Ａ，１７６Ａを支点に揺動自在に支持

され、中間部にスイッチ４の可動部４Ａに当接する当接部１７５Ｂ，１７６Ｂが形成され

ており、上端部１７５Ｃ，１７６Ｃが操作子１７２に係合している。
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【００６１】

  図６（Ｂ）に示すように、操作者が突出部１７２Ｂに図中右側へ向かうＸ１方向の操作

力を作用させると、突出部１７２Ｂは操作領域２１内を中立位置３１から操作位置３２ま

で変位し、操作子１７２はＸ１方向にスライドする。このスライドに伴って連絡子１７５

が時計方向に揺動して当接部１７５Ｂでスイッチ４の可動部４Ａを下方に押圧し、可動側

接点が固定側接点に接触してスイッチ４がオン状態となる。

【００６２】

  図６（Ｃ）に示すように、操作者が突出部１７２Ｂに図中左側へ向かうＸ２方向の操作

力を作用させると、突出部１７２Ｂは操作領域２２内を中立位置３１から操作位置３３ま

で変位し、操作子１７２はＸ２方向にスライドする。このスライドに伴って連絡子１７６

が反時計方向に揺動して当接部１７６Ｂでスイッチ４の可動部４Ａを下方に押圧し、可動

側接点が固定側接点に接触してスイッチ４がオン状態となる。

【００６３】

  操作子１７２の回転を連絡子１７５，１７６を介してスイッチ４に伝達させることによ

り、操作子１７２に作用した操作力が連絡子１７５，１７６で増力されてスイッチ４の可

動部４Ａに作用する。スイッチ４をオン状態にするために必要な操作子１７２の操作力を

小さくすることができ、操作子２の操作を容易にすることができる。また、上述のように

、連絡子の適切な形状により、操作量を調節することができる。

【００６４】

  図６（Ｄ）～（Ｆ）に示す操作装置１８０は、操作装置１７０のスイッチ４及び連絡子

１７５，１７６に代えて、２個のスイッチ４１，４２及び連絡子１８５，１８６を備えた

ものである。スイッチ４１とスイッチ４２とは、矢印Ｘ方向及び本体１７１の前後方向の

異なる位置に配置されている。連絡子１８５，１８６は、当接部１８５Ｂ，１８６Ｂのそ

れぞれを上端部１８５Ｃ，１８６Ｃに近接させて備えている。

【００６５】

  図６（Ｅ）に示すように、操作者が突出部１８２Ｂに図中右側へ向かうＸ１方向の操作

力を作用させると、突出部１８２Ｂは操作領域２１内を中立位置３１から操作位置３２ま

で変位し、操作子１８２はＸ１方向にスライドする。このスライドに伴って連絡子１８５

が時計方向に揺動して当接部１８５Ｂでスイッチ４１の可動部４１Ａを下方に押圧し、可

動側接点が固定側接点に接触してスイッチ４１がオン状態となる。

【００６６】

  図６（Ｆ）に示すように、操作者が突出部１８２Ｂに図中左側へ向かうＸ２方向の操作

力を作用させると、突出部１８２Ｂは操作領域２２内を中立位置３１から操作位置３３ま

で変位し、操作子２はＸ２方向にスライドする。このスライドに伴って連絡子１８６が反

時計方向に揺動して当接部１８６Ｂでスイッチ４２の可動部４２Ａを下方に押圧し、可動

側接点が固定側接点に接触してスイッチ４２がオン状態となる。

【００６７】

  ２個のスイッチ４１，４２を備えた場合でも、操作子１８２の回転を連絡子１８５，１

８６によってスイッチ４１，４２のそれぞれに伝達させることにより、操作子１８２に作

用した操作力が連絡子１８５，１８６で増力されてスイッチ４１，４２の可動部４１Ａ，

４２Ａに作用する。スイッチ４１，４２をオン状態にするために必要な操作子１８２の操

作力を小さくすることができ、操作子１８２の操作を容易にすることができる。また、上

述のように、連絡子の適切な形状により、操作量を調節することができる。

【００６８】

  図８（Ａ）及び（Ｂ）は、この発明の第１１及び１２の実施形態に係るスイッチの操作

装置を備えた教示用ペンダントの背面図である。第１１及び１２の実施形態に係るスイッ

チの操作装置３００及び４００は、操作子３０２及び４０２の第１の方向又は第２の方向

の何れか一方への変位を選択的に規制するロック手段を備えている。ロック手段は、第１

の操作領域と第２の操作領域との選択された何れか一方の領域内において操作子を操作不

可能な状態にする。
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【００６９】

  図８（Ａ）に示す操作装置３００は、ロック手段としてストッパ３０３を回転自在に備

えている。操作子３０２は、操作子３０２Ａ及び３０２Ｂからなる。操作子３０２Ａ及び

３０２Ｂのそれぞれの裏面には、突起３０４が形成されている。操作子３０２が中立位置

にある状態で、ストッパ３０３を時計方向又は反時計方向に回転させると、ストッパ３０

３が操作子３０２の裏面側に形成された突起３０４に図中左側又は右側から当接する。こ

の当接により、操作子３０２Ｂの第２の操作領域３２２での第２の方向への変位、又は操

作子３０２Ａの第１の操作領域３２１での第１の方向への変位が規制される。

【００７０】

  例えば、図８（Ａ）に示すように、ストッパ３０３を反時計方向に回転させると、スト

ッパ３０３が操作子３０２Ａの突起３０４に図中右側から当接する。この当接により、操

作子３０２Ａは、第１の操作領域３２１で第１の方向（図中紙面垂直方向）に変位させる

ことができなくなり、第２の操作領域３２１で第２の方向（図中紙面垂直方向）にのみ変

位させることができる。操作子３０２Ｂを図中紙面垂直方向に押圧して変位させることで

スイッチ４０が操作される。

【００７１】

  なお、図８（Ａ）に示す例ではストッパ３０３を操作子３０２の下方に配置しているが

、ストッパ３０３を操作子３０２の上方に配置してもよい。また、回転するストッパ３０

３に代えて、図中左右方向に沿って直線的に移動するストッパであって第１の操作領域又

は第２の操作領域で操作し３０２の裏面に係合するストッパを備えてもよい。

【００７２】

  図８（Ｂ）に示す操作装置４００は、ロック手段としてのカバー４０３を操作子４０２

の前面で左右方向に沿って移動自在に備えている。カバー４０３を右側又は左側に移動さ

せることで、操作子４０２の前面における第１の操作領域４２１側又は第２の操作領域４

２２側のいずれかが被覆される。これによって、操作者は、カバー４０３によって被覆さ

れた第１の操作領域４２１又は第２の操作領域４２２の何れか一方の領域内で、操作子４

０２に触れることができず、操作子４０２を第１の操作領域４２１内の第１の方向又は第

２の操作領域４２２内の第２の方向に変位させることができなくなる。

【００７３】

  例えば、図８（Ｂ）に示すように、カバー４０３を左側に移動させると、操作子４０２

の前面における第２の操作領域４２２側が被覆され、第１の操作領域４２１側にのみ操作

子４０２が露出する。したがって、操作子４０２は、操作領域４２１内の第１の方向にの

み変位させることができ、操作領域４２２内の第２の方向に変位させることはできなくな

る。

【００７４】

  図９（Ａ）及び（Ｂ）は、この発明の第１３の実施形態に係るスイッチの操作装置を備

えた教示用ペンダントの背面図及び横断面図である。この実施形態に係る操作装置５００

は、保持部材によって操作子５０２を第１の操作領域５２１と第２の操作領域５２２との

間に移動自在に保持する。

【００７５】

  操作装置５００は、保持部材として溝部５０３Ａ及び５０３Ｂを備えている。操作子５

０２には、溝部５０３Ａ及び５０３Ｂのそれぞれに嵌入する突起５０２Ａ及び５０２Ｂが

形成されている。溝部５０３Ａ及び５０３Ｂは、互いに対称となる形状を呈し、水平溝と

円弧溝とを連結して構成されている。操作子５０２は、突起５０２Ａ及び５０２Ｂが溝部

５０３Ａ及び５０３Ｂの水平部を移動することで、第１の操作領域５２１と第２の操作領

域５２２との間を移動する。

【００７６】

  なお、図９（Ａ）において、突起５０２Ａ及び５０２Ｂは操作子５０２の上下面のそれ

ぞれに一対ずつ形成されており、溝部５０３Ａ及び５０３Ｂは操作子５０２の上方及び下

方のそれぞれに一対ずつ設けられている。
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【００７７】

  操作子５０２を図中右方向又は左方向に移動させると、操作子５０２は第１の操作領域

５２１又は第２の操作領域５２２に位置する。操作子５０２は、溝部５０３Ａ及び５０３

Ｂに対する突起５０２Ａ及び５０２Ｂの嵌入により、第１の操作領域５２１に位置してい

る状態では第１の方向にのみ変位し、第２の操作領域５２２に位置している状態では第２

の方向にのみ変位する。

【００７８】

  例えば、図９（Ｂ）に示すように、操作子５０２が第１の操作領域５２１側に位置して

いる時には、突起５０２Ａが溝部５０３Ａの水平溝と円弧溝との連結部分に位置し、突起

５０２Ｂが溝部５０３Ｂの水平溝の端部に位置する。この場合には、操作者の指が図中左

側から操作子５０２に届かないため、操作者は操作子５０２を押圧操作することができな

い。仮に操作者の指が図中左側から届いて操作子５０２の図中左側の部分に操作装置５０

０の内部に向かう押圧力が作用しても、操作子５０２は、溝部５０３Ｂの水平溝に対する

突起５０２Ｂの嵌入によって変位することがない。操作子５０２の図中右側の部分に操作

装置５００の内部に向かう押圧力が作用すると、操作子５０２は、突起５０２Ｂを支点に

して突起５０２Ａが円弧溝内を図中下方向に移動することにより、第１の方向に変位する

。この変位によって操作子５０２がスイッチ４０を操作する。

【００７９】

  図１０（Ａ）及び（Ｂ）は、この発明の第１４の実施形態に係るスイッチの操作装置を

備えた教示用ペンダントの背面図及び縦断面図である。この実施形態に係る操作装置６０

０は、保持部材によって操作子６０２を第１の操作領域６２１と第２の操作領域６２２と

の間に移動自在に保持する。

【００８０】

  操作装置６００は、保持部材としてスライド軸６０３を備えている。スライド軸６０３

は、長手方向を図中左右方向に平行にして操作装置６００の内部に配置されている。操作

子６０２の裏面上部には、スライド軸６０３に外嵌する係止部６０２Ａが形成されている

。操作子６０２は、係止部６０２Ａがスライド軸６０３に外嵌することにより、スライド

軸６０３の長手方向に沿って第１の操作領域６２１と第２の操作領域６２２との間を移動

する。

【００８１】

  操作子６０２を図中右方向又は左方向に移動させると、操作子６０２は第１の操作領域

６２１側又は第２の操作領域６２２側に位置する。操作子６０２は、第１の操作領域６２

１側に位置している状態では図中右側からのみ押圧操作でき、第２の操作領域６２２に位

置している状態では図中左側からのみ押圧操作できる。

【００８２】

  例えば、図１０（Ａ）に示すように、操作子６０２が第１の操作領域６２１側に位置し

ている時には、操作者の指が図中左側から操作子６０２に届かないため、操作者は操作子

６０２を押圧操作することができない。操作者は、図中右側からのみ操作６０２を押圧操

作できる。操作子６０２を押圧操作すると、操作子６０２はスライド軸６０３を支点に下

部が操作装置６００の内部に変位し、スイッチ４０を操作する。

【００８３】

  図１１（Ａ）及び（Ｂ）は、この発明の第１５の実施形態に係るスイッチの操作装置を

備えた教示用ペンダントの背面図及び縦断面図である。この実施形態に係る操作装置７０

０は、保持部材によって操作子７０２を第１の操作領域７２１と第２の操作領域７２２と

の間に移動自在に保持する。

【００８４】

  操作装置７００は、保持部材としてスライド軸７０３及びカバー７０４を備えている。

【００８５】

  スライド軸７０３は、長手方向を図中左右方向に平行にして操作装置７００の内部に配

置されている。操作子７０２の裏面上部には、スライド軸７０３に外嵌する係止部７０２
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Ａが形成されている。操作子７０２は、係止部７０２Ａがスライド軸７０３に外嵌するこ

とにより、スライド軸７０３の長手方向に沿って第１の操作領域７２１と第２の操作領域

７２２との間を移動する。

【００８６】

  カバー７０４は、スイッチ４０を覆う形状を呈しており、スイッチ４０の操作部に対向

する部分に十字状のスリット７０４Ａを備えている。スリット７０４Ａには、操作子７０

２の裏面の板状部７０４Ｃから突出した突起７０２Ｂが貫通する。

【００８７】

  操作子７０２を図中右方向又は左方向に移動させると、操作子７０２は第１の操作領域

７２１側又は第２の操作領域７２２側に位置する。この移動時に、突起７０２Ｂは、スリ

ット７０４Ａの水平部を移動する。操作子７０２は、第１の操作領域７２１側に位置して

いる状態では図中右側からのみ押圧操作でき、第２の操作領域７２２に位置している状態

では図中左側からのみ押圧操作できる。

【００８８】

  例えば、図１１（Ａ）に示すように、操作子７０２が第１の操作領域７２１側に位置し

ている時には、操作者の指が図中左側から操作子７０２に届かないため、操作者は操作子

７０２を押圧操作することができない。操作者は、図中右側からのみ操作子７０２を押圧

操作できる。図１１（Ｂ）に示すように、操作子７０２を押圧操作すると、操作子７０２

はスライド軸７０３を支点に突起７０２Ｂが操作装置７００の内部に変位し、スイッチ４

０を操作する。このとき、操作子７０２の裏面側に突出した板状部７０２Ｃは、スリット

７０４Ａの垂直部に嵌入する。図１１（Ａ）に示すように、第２の操作領域７２２側では

、スイッチ４０はカバー７０４によって被覆されている。第２の操作領域７２２側でのス

イッチ４０の操作を確実に規制できる。

【００８９】

  なお、操作装置６００及び７００では操作子６０２及び７０２の上部をスライド軸６０

３及び７０３に係合させているが、操作子６０２及び７０２の下部をスライド軸６０３及

び７０３に係合させるようにしてもよい。

【００９０】

  図１２は、この発明の第１６の実施形態に係るスイッチの操作装置を備えた教示用ペン

ダントの横断面図である。この実施形態に係る操作装置８００は、保持部材によって操作

子８０２を第１の操作領域８２１と第２の操作領域８２２との間に揺動自在に保持する。

【００９１】

  操作装置８００は、保持部材として回転軸８０３を備えている。回転軸８０３は、長手

方向を図面に垂直にして操作装置８００の内部に配置されている。操作子８０２は、回転

軸８０３が貫通する孔部８０２Ａが形成されている。操作子８０２は、回転軸８０３を中

心に回転することで第１の操作領域８２１と第２の操作領域８２２との間を移動する。

【００９２】

  操作子８０２を図中右方向又は左方向に回転させると、操作子８０２は第１の操作領域

８２１側又は第２の操作領域８２２側に位置する。操作子８０２は、第１の操作領域８２

１側に位置している状態では図中右側からのみ押圧操作でき、第２の操作領域８２２に位

置している状態では図中左側からのみ押圧操作できる。

【００９３】

  例えば、図１２に示すように、操作子８０２が第１の操作領域８２１側に位置している

時には、操作者の指が図中左側から操作子８０２に届かないため、操作者は操作子８０２

を押圧操作することができない。操作者は、図中右側からのみ操作子８０２を押圧操作で

きる。操作子８０２を押圧操作すると、操作子８０２は図中二点鎖線で示すように回転軸

８０３を支点に操作装置８００の内部に変位し、スイッチ４０を操作する。

【００９４】

  なお、操作子８０２の断面形状は、操作子８０２の変位によってスイッチ４０を確実に

押圧できる形状を適宜選択することができる。
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【００９５】

  また、回転軸８０３を図中上下に移動自在に支持するとともに、上方に付勢する弾性部

材を備えてもよい。操作子８０２に作用した押圧力により、操作子８０２の回転軸８０３

に軸支されている部分でスイッチ４０を確実に操作できる。

【００９６】

  さらに、操作子８０２の変位を他の部材によって増幅してスイッチ４０に伝達するよう

にしてもよい。

【００９７】

  さらに、回転軸８０３の第１の端部を球面軸受で支持するとともに第２の端部を操作装

置８００内に向けて移動自在にし、かつ第２の端部を外側に付勢する弾性部材を設けるこ

ともできる。操作子８０２の押圧時に操作子８０２の第２の端部側が第１の端部側を支点

に操作装置８００内に向かって大きく変位し、スイッチ４０をより確実に操作することが

できる。

【００９８】

  図１３（Ａ）及び（Ｂ）は、この発明の第１７の実施形態に係るスイッチの操作装置を

備えた教示用ペンダントの背面図及び縦断面図である。この実施形態に係る操作装置９０

０は、保持部材によって操作子９０２を第１の操作領域９２１と第２の操作領域９２２と

の間に揺動自在に保持する。

【００９９】

  操作装置９００は、保持部材として球面軸受９０３を備えている。球面軸受９０３は、

操作子９０２の裏面上部を軸支する。操作子９０２は、球面軸受９０３を支点にして下部

を図中右側及び左側に揺動させることができる。

【０１００】

  操作子９０２を図中右方向又は左方向に移動させると、操作子９０２は第１の操作領域

９２１側又は第２の操作領域９２２側に位置する。操作子９０２は、第１の操作領域９２

１側に位置している状態では図中右側からのみ押圧操作でき、第２の操作領域９２２に位

置している状態では図中左側からのみ押圧操作できる。

【０１０１】

  例えば、図１３（Ａ）に示すように、操作子９０２が第１の操作領域９２１側に位置し

ている時には、操作者の指が図中左側から操作子９０２に届かないため、操作者は操作子

９０２を押圧操作することができない。操作者は、図中右側からのみ操作子９０２を押圧

操作できる。操作子９０２を押圧操作すると、操作子９０２は球面軸受９０３を支点に下

部が操作装置９００の内部に変位し、スイッチ４０を操作する。

【０１０２】

  なお、図１３に示す例では、球面軸受９０３によって操作子９０２の上部を球面支持し

たが、操作子９０２の下部を球面支持するものであってもよい。

【０１０３】

  図１４（Ａ）及び（Ｂ）は、この発明の実施形態に係る教示用ペンダントの正面図及び

背面図である。教示用ペンダント１００は、工場内で制御対象の機器に制御データを設定

する際に用いられる。ディスプレイ１１、スイッチ１２、イネーブルスイッチ１３及び操

作装置２００を備えている。

【０１０４】

  教示用ペンダント１００は、中空筐体を呈し、前面にディスプレイ１１及びスイッチ１

２を配置し、内部にイネーブルスイッチ１３を収納しており、背面に操作装置１を配置し

ている。ディスプレイ１１は、制御データの内容等を表示する。スイッチ１２は、操作者

の一方の手指で操作され、制御データの設定入力を受け付ける。

【０１０５】

  イネーブルスイッチ１３は、可動側端子を動作していない無操作位置、軽く押し込まれ

た第１操作位置、及び強く押し込まれた第２操作位置の３位置に変位自在に備えている。

教示用ペンダント１００は、イネーブルスイッチ１３の可動側端子が第１操作位置にある
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時にのみスイッチ１２の操作を有効にし、可動側端子が無操作位置又は第２操作位置にあ

る時にはスイッチ１２の操作を無効にする。可動側端子が第２操作位置から無操作位置に

変位する時には、第１操作位置でもスイッチ１２の操作を無効にしたままにされる。

【０１０６】

  操作者は、スイッチ１２を利き手で操作できるように、利き手とは反対側の右手又は左

手で教示用ペンダント１００を側方から把持する。教示用ペンダント１００の裏面で、教

示用ペンダント１００を把持している操作者の右手指が接触できる範囲が第１の操作領域

１２１であり、教示用ペンダント１００を把持している操作者の左手指が接触できる範囲

が第２の操作領域１２２である。第１の操作領域１２１及び第２の操作領域１２２は、教

示用ペンダント１００の裏面で幅方向（Ｘ軸方向）に沿って配置されており、Ｘ軸方向に

おける中央部で互いの一部が重複している。

【０１０７】

  教示ペンダント１００の背面には、第１の操作領域１２１と第２の操作領域１２２との

重複部分を含む範囲に開口部１００Ａが形成されている。この開口部１００Ａから一部を

露出させて挟持ペンダント１００の内部に操作装置２００が収納されている。

【０１０８】

  操作者が右手で教示用ペンダント１００を把持し、操作領域１２１内で右手指によって

操作子２０１を操作している間には、操作子２０１は操作領域１２２から外れる。操作者

が左手で教示用ペンダント１００を把持し、操作領域１２２内で左手指によって操作子２

０１を操作している間には、操作子２０１は操作領域１２１から外れる。

【０１０９】

  したがって、操作子２０１は、操作領域１２１又は操作領域１２２内の何れか一方での

み選択的に操作することができる。両手で同時にスイッチ１３を動作させることはできな

いため、２種類の操作状態が同時に成立することを防止でき、操作者を含め機器の近傍に

居る他の作業者の安全性を確保することができる。

【０１１０】

  図１５（Ａ），（Ｂ）は、この発明の実施形態に係る教示用ペンダントに用いられる操

作装置の斜視面図である。操作装置２００は、図１５（Ａ）に示すように、本体２０２の

上面にカバー２０２Ａを備え、操作子２０１の円弧部２０１Ａの露出部分を少なくするこ

とで、操作子２０１の突起部２０１Ｂが両手で同時に操作されることを防止する。

【０１１１】

  また、操作装置２１０は、図１５（Ｂ）に示すように、円弧部２１１Ａの表面に複数の

リブ２１１Ｆを設け、突起部２１１Ｂの操作による操作子２１１の移動時に操作者の手指

やシート状の物体が本体２１２内に侵入することを防止するようにしてもよい。

【０１１２】

  なお、操作装置２００又は２１０に代えてこれ以外の全ての実施形態で説明した操作装

置１，１１０～１８０の何れかを教示用ペンダント１００に適用することができる。

【０１１３】

  上述の実施形態の説明は、すべての点で例示であって、制限的なものではないと考えら

れるべきである。本発明の範囲は、上述の実施形態ではなく、特許請求の範囲によって示

される。さらに、本発明の範囲には、特許請求の範囲と均等の意味および範囲内でのすべ

ての変更が含まれることが意図される。
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【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】 【 図 ４ 】
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【 図 ５ 】 【 図 ６ 】

【 図 ７ 】 【 図 ８ 】
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【 図 ９ 】 【 図 １ ０ 】

【 図 １ １ 】 【 図 １ ２ 】
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【 図 １ ３ 】 【 図 １ ４ 】

【 図 １ ５ 】
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